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【原著】 

大学新入生を対象とした参加型喫煙防止教育の 

成果と有用性について 

川崎 詔子1)2) 高橋 裕子3)  

 

要  旨 

目的：大学1年生に対して入学9ヶ月後に[新入生対象参加型喫煙防止教育]を実施し、15ヶ月後にその成果を比較すること

で参加型喫煙防止教育の有用性を検討した。 

方法：2007年4月の新入学者の内、課外活動団体に属する学生220人に対し、入学9ヶ月後の2008年1月に参加型喫煙防止教

育を実施した。参加した学生群（以後参加群と呼ぶ）と参加しなかった学生群（以後非参加群と呼ぶ）の2群を、定期健

康診断時に実施している記名自記式喫煙状況実態調査等を用いて2009年4月（介入後15ヶ月）まで追跡し、喫煙状況を比

較した。参加群には講演と学生主体のグループワークを中心とした参加型喫煙防止教育を実施し、参加群以外の学生に

は、学内で参加型喫煙防止教育のビデオ閲覧の機会を設けた。 

結果：介入後15ヶ月後までの追跡率は参加群で99.5％（219名、18.1±0.4歳）、非参加群で75.3％（1053名、18.3±1.2

歳）、男女の比率はどちらも概ね2対1であった。参加群の喫煙率は2年生から3年生の1年間で4.1%増加し非参加群の喫煙

率は9.5％増加した。男子学生の喫煙経験率については、参加群が1年生から3年生の2年間で33.1％から45.5％へ12.4％増

加し、非参加群は34.5％から61.8％へ27.3％増加しており、参加群の喫煙経験率の上昇は非参加群に比べて低かった。参

加群では「学校でのこどもの喫煙防止教育は必要」との回答の割合が、非参加群に比べて有意に高かった。 

結論：大学1年生への参加型喫煙防止教育は、実施後15ヶ月経過した時点でも有効性を有することが示唆された。大学生

を対象に、禁煙についての教育実施後1年以上経過した時点での教育成果を検証した研究は稀少である。 
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Ⅰ はじめに 

 中高生の喫煙率は低下傾向にあるにも関わらず、大学

入学後の喫煙開始は依然として多い。全国の大学で喫煙

防止教育が実施されているが、喫煙防止教育の短期成果

報告は多くみられるものの1)-3）、大学生への喫煙防止教育

の長期成果についてはほとんど検証されていない。 

 本研究では、大学新入生に参加型喫煙防止教育を実施

し、15ヶ月後にその成果を比較検討することで喫煙防止

教育の有用性を検討した。実施後1年以上経過した時点で

の大学生への禁煙教育成果を検証した研究は稀少であ

る。 

Ⅱ 研究目的 

 新入生を対象に喫煙防止教育を提供し、15ヶ月後に学

生の喫煙に対する知識や意識、行動の変化の有無を調べ
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ることで、大学における喫煙防止教育の長期成果を検討

した。 

Ⅲ 研究方法 

 図１に研究デザインを示した。  

 

１．調査対象(有効回答数)の背景 

 2007年4月に大阪府下のO大学に入学した学生を対象と

した。 

 参加群は、クラブの代表者を通じて授業への参加を案

内され自由意志で参加した課外活動団体に所属する学生

であった。クラブの代表者を除き参加群は、本授業が健

康に関するものとだけ案内されており、喫煙防止に関連

した授業であることは知らされていなかった。非参加群

は、課外活動団体に属さないために授業に参加しなかっ

た群とした。 

 

２．調査方法 

 2008年1月（2007年度）に参加型喫煙防止教育を実施

し、入学時、2年生進級時（教育実施3ヶ月後）、3年生進

級時（教育実施15ヶ月後）の3回の学生健康診断時の記名

自記式喫煙状況調査の結果を参加群と非参加群で比較し

た。記名自記式喫煙状況調査の質問項目は家族の喫煙状

況・たばこの知識（有害性）・喫煙についての意識（禁

煙スペース、子供の喫煙防止教育、大学の禁煙化、将来

の喫煙）喫煙状況と喫煙理由・非喫煙理由等であった。 

統計解析にはSPSS Ver.20.0 を使用した。有意差の検定

には、Pearsonのχ 2検定を使用し、有意水準は5％とし

た。 

 2009年1月に奈良女子大学疫学研究倫理委員会に申請し

承認を得た。調査対象者に対しては、文章及び口頭によ

り説明を行い拒否の機会を担保した。 

 

３．喫煙防止教育プログラム内容 

 参加群にはレクチャーと学生主体のグループワークを

中心とした参加型喫煙防止教育を提供し、非参加群に

は、学内の一般学生が最もよく利用する学内のスペース

で、喫煙防止教育のビデオを誰でもが見られる状態にし

て放映し、閲覧の機会を設けた。（図２） 

 参加型喫煙防止教育の内容は、チューター役の学生

（課外活動団体代表者10名）に対する事前教育、喫煙防

止教育のシナリオや教材作り、代表者のロールプレイに

よる問題提議、レクチャー、参加学生が楽しめるタバコ

に関する○×ゲーム、グループワークとしてポスターや

標語の作成、グループ代表者によるプレゼンテーション

で構築した。喫煙防止教育の実施後に、参加群・非参加

群ともに、禁煙を希望する喫煙者には禁煙支援（禁煙相

談・呼気中CO濃度測定など）を提供した。 

 

Ⅳ 結 果 

１．調査対象者数と年齢 

 入学時（定期健康診断時喫煙アンケート）から入学9ヶ

月後の参加型喫煙防止教育実施、その後15ヶ月後までの

追跡率は参加群で99.5％（有効回答数219名、18.1±0.4

図１ 研究デザイン 

図２ 授業内容 
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歳）、非参加群で75.3％（有効回答数1053名、18.3±1.2

歳）、男女の比率はどちらも概ね2対1であった。 

 

２．入学時および学年進行時の喫煙率の推移 

 喫煙防止教育参加群（219人)及び非参加群（1053人）

の喫煙率は、図３-a、図３-b、図３-cに示した。 

 入学時から2年生進級時までの1年間の喫煙率は非参加

群参加群ともに学年進行にともなって増加していたが、

喫煙防止教育受講後の2年生進級時から3年生進級時の喫

煙率の変化について参加群と非参加群で比較すると、参

加群の方が喫煙率の上昇が有意に抑制されていた（ｐ

<0.05）。男女別では、参加群の男性喫煙率は、非参加群

に比べて急激に上昇することはなかったが、有意差は認

められなかった。女性喫煙率は、2年生進級時までの参加

群と非参加群の喫煙率の上昇傾向は変わらず、3年生にな

り参加群の喫煙率は減少する傾向を認めたが、参加群と

非参加群との間には有意差は認められなかった。 

 

３．入学時および学年進行時の喫煙経験率の推移 

 参加群及び非参加群の喫煙経験率の推移を、図４－a・

図４－b・図４－cに示した。 

 参加群・非参加群にかかわらず、学年が上がるにつれ

て喫煙経験率は増加傾向を示したが、男子学生のうち3年

生進級時の喫煙経験率の上昇は参加群では非参加群に比

べて有意に抑制されていた。その他では、参加群・非参

加群間の喫煙経験率には有意差は認められなかった。 

 

４．こどもの喫煙防止対策への要望 

 「こどもの喫煙防止対策に必要なものは何か？」の質

問の結果を図５に示した。 

 参加群では、入学時から3年生進級時で「こどもへの喫

煙防止教育が必要」が57.5％から79.0％と21.5％増加

（p<0.001）、「家庭で有害性を話す」が 42.5％から

59.0％と16.5％増加（p<0.001）、「こどもの目に付くと

ころに喫煙具を放置しない」が33.3％から47.5％と

図３ａ 喫煙率の推移の比較（全学生） 

図３ｃ 喫煙率の推移の比較（女子学生） 

図４ａ 喫煙経験率の推移の比較（全学生） 

図４ｂ 喫煙経験率の推移の比較（男子学生） 

図４ｃ 喫煙経験率の推移の比較（女子学生） 

図３ｂ 喫煙率の推移の比較（男子学生） 

 



禁煙科学 6巻(2012)-10-P14 

 

14.2％増加（p<0.001）するなど、参加群では非参加群に

比べて有意に増加していた。特に「こどもへの喫煙防止

教育が必要」という回答については喫煙防止教育直後の2

年生進級時は79％の学生が必要と回答し、15ヶ月経過し

ても有意に多かった。その他の項目については、「たば

こ価格の値上げ」を除く全項目において増加傾向にあっ

た。 

 一方、非参加群については、入学時から3年生進級時

で、「こどもへの喫煙防止教育が必要」という回答以外

はすべて減少傾向にあった。特に「大人世代がこどもに

吸っている姿を見せない」が30.0％から25.2％と4.8％減

少（p<0.001）、「たばこの価格の値上げ」40.4％から

36.6％と3.8％減少（p<0.01）、「対面販売・年齢制限な

どでたばこを購入しにくくする」37.3％から33.2％減少

（p<0.01）し、非参加群では参加群に比べて有意に減少

していた。 

 

５．自分自身の10年後の喫煙状態の予測 

 「10年後のあなたは喫煙者ですかと？」いう質問につ

いての結果を図６に示した。 

 参加群の入学時は、64.1％の学生が10年後は非喫煙者

であると回答していたが、教育3ヶ月後（2年生進級時）

に68.3％と一時的に増加したものの、15ヶ月後（3年生進

級時）には非参加群の3年生進級時と同じ52.4％に減少し

た。入 学 時 と 比 較 す る と 11.7％ 有 意 に 減 少 し た

（p<0.05）。 

 非参加群の10年後は非喫煙者であると回答する学生の

率は学年ごとに減少傾向を示し、入学時から3年生進級時

では、57.8％から 52.4％まで 5.4％有意に減少した

（p<0.05）。 

Ⅴ 考 察 

 喫煙防止教育の評価について欧米では早くから報告が

あるが1-3）、日本での報告は2003年の健康増進法実施以降

に医療系大学及び教育系大学からの報告が散見されるの

みである4-8)。特に一般大学における報告例は非常に少な

い。本研究のように、参加型喫煙防止教育参加群と非参

加群を15カ月に亘り追跡調査した資料は稀少である。 

本研究における喫煙率の変化をみると、プログラム参加

群では非参加群に比べ、教育15ヶ月後の喫煙率の伸びは

有意に抑制されていた。2年生から3年生に進級する時点

57 .5

79 .0 79 .0

48 .5 48 .5

42 .0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

1年 2年 3年 1年 2年 3年

％

参加群（n=219） 非参加群（n=1053）

***

p<0.001

22.1%

15.2% 13.8%

25.5%

18.4%

20.2%

23.6%

64.1%
68.3%

52.4%

57.8%
57.4%

52.4%

20.7%
17.9%

23.8%

22.4%

23.9%

.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

1年 2年 3年 1年 2年 3年

参加群（n=219） 非参加群（n=1053）

喫煙者である

非喫煙者である

わからない

***P<0.001 (Pearsonのχ2検定) 「こどもの喫煙防止対策

には、何が必要ですか？」という質問に対し、喫煙防止教育

が必要と回答した学生の割合。 

図５ 

こどもの喫煙防止対策には喫煙防止教育が必要である 

P<0.05 **P<0.01 ***P<0.001 (Pearsonのχ2検定) 。「10年後のあなたは喫煙者ですか？」という質問に対する回答。 

図６ 自分自身の１０年後の喫煙状態の予測 
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は喫煙率の上昇傾向がもっとも強くなる時期であり、こ

の上昇傾向が抑制さえられていたことから、本プログラ

ムは一定の成果を上げたものと考えられる。 

 大学における喫煙防止教育は、禁煙講演会や入学時の

オリエンテーションという形で実施しているところが多

いが(大学禁煙化プロジェクト、高橋、中井)9）、本プロ

グラムは、教育の企画やシナリオ作りや運営に関し学生

が主体的に実施したもので、参加型の教育となってい

た。参加者が共に考え共同作業を行うことで仲間同士の

共感と他者への思いやりが生まれ、価値観が共有されプ

ログラムの教育効果が高まり、参加群の喫煙率の抑制に

つながったものと推察される。 

 なお女性の喫煙率は2年生から3年生進級時にかけて参

加群・非参加群に関わらず上昇し、3年生進級時ではわず

かに参加群の方が上昇を抑える結果となっていた。参加

群における女性の数が少なかったことと、男子学生と比

べて喫煙者そのものが少ないことなどが影響していたと

考えられる。 

 参加群では非参加群に比べ、教育15ヶ月後の喫煙率の

伸びは有意に抑制されていたが、全体としては参加群も

非参加群も共に喫煙率は学年が上がるにつれて上昇傾向

にあり、現在実施している対策のみでは大学生の喫煙開

始を抑制することは難しいことも確認された。若者世代

は健康意識が低い年代であり、不適切な健康行動が健康

に有害であると実感する学生は少なく10）、喫煙有害性の

啓発だけでは喫煙開始を防止する動機づけにはなりにく

いとされている11-12)。喫煙有害性だけでなく禁煙による経

済性や就職活動時のメリットなど、学生にとって身近な

禁煙のメリットを的確に伝える教育内容が必要であり、

常習喫煙に至る前に、禁煙を試みるきっかけとなるよう

な喫煙防止対策や禁煙教育、禁煙支援が必要であると考

えられた。 

 参加群において、こどもの喫煙防止教育が必要という

回答が有意に増えたことも特徴的であった。西岡は、

「教育によって知識は変わるが行動は変わらないと言わ

れているが、教育内容や方法に大きな柔軟性を持ち、対

象や時間などの条件に合わせた実施によって行動変容を

もたらすことが可能である」24)と教育の有用性を述べて

いる。しかし一方では保健所が中心となっての中学生へ

の喫煙防止教育の結果を踏まえて、大島らは13）「こども

のころほとんどの学生が喫煙防止教育を何らかの形で受

けているにもかかわらず、喫煙を開始する学生は減少し

ない14-18」。（中略）社会環境が変わらない限り、若者へ

の喫煙の誘惑は続いていくであろう。」と述べているこ

とは教育の限界と環境の重要性について述べた言葉とし

て注目せねばならない。 

 本研究の限界として、参加群と非参加群の振り分けが

完全な無作為ではなかったことが挙げられる。しかしな

がら参加群は、課外活動団体代表者である10名の学生以

外は、自分たちが参加する授業が喫煙防止教育に関する

プログラムであることを知らされずに参加しており、２

群の分け方に恣意性は認められないと考える。 

Ⅵ 結 論 

 大学１年生に対して参加型喫煙防止教育を実施し、

15ヶ月後にその成果を比較検討することで喫煙防止教育

の有用性を明らかにすることを目的とし、次のような結

果を得た。 

(1)大学1年生での喫煙防止教育参加群では非参加群

に比べ、喫煙率の伸びは抑制された。 

(2)男子学生については、参加群の喫煙経験率の上

昇は非参加群に比べて抑制されていた。 

(3)参加群の「学校での子供の喫煙防止教育は必

要」との回答は、非参加群に比べて有意に多かっ

た。 

 以上の結果から、大学1年生への喫煙防止教育は実施後

1年以上経過した時点でも一定の有効性を有することが示

唆された。 
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Results and usefulness of participatory education for smoking prevention among a 

student registered by a university  

Abstract 

Objectives: We examined the usefulness of participatory education for smoking prevention, which was provided 

to university freshmen 9 months after their admission, by comparing the results obtained 15 months after the 

education. 

Methods: For 220 students who belonged to the extracurricular activities group, I carried out prevention of 

participation type smoking education in January, 2008 nine months after the entrance to school. I divided 

the student who entered it in April, 2007 into two groups of student group (I call it participation group) 

and the student group who did not participate (I call it non-participation group) which participated in 
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prevention of  smoking  education.  I  chased  responses  to  a  registered  self-recording  survey  for  smoking 

situations  during  the  annual  health  check-up  until  (after  intervention  15  months)  in  April,  2009  and 

compared the smoking situation between two groups. I carried out prevention of participation type smoking 

education mainly on a lecture and the student-based group work in the participation group and established 

the opportunity of video reading of the participation type smoking prevention education to the student 

except the participation group in school members. 

Results:  The  follow-up  rates  during  the  interval  from  university  admission  to  15  months  after  the 

participatory education for smoking prevention were 99.5% (219 students aged 18.13 ± 0.409 years) and 75.3% 

(1,053 students aged 18.34 ± 1.179 years) in the participation and non-participation groups, respectively. 

The male and female ratio was approx. 2:1 in both groups. In the participation group, the smoking rate 

increased by 4.1% from second to third year, after the participatory education for smoking prevention. 

However, in the non-participation group, the rate increased by 9.5% from second to third year. The smoking 

experience rate of male students was increased by 12.4% (from 33.1% to 45.5%) from first to third year in 

the participation group, while the rate in the non-participation group was increased by 27.3% (from 34.5% to 

61.8%), suggesting that the increase in smoking experience rate in the participation group was inhibited, 

compared to that in the non-participation group. The ratio of students in the participation group who said 

that education for smoking prevention for children at a school would be necessary was significantly higher 

than that in the non-participation group. 

Conclusion: It was suggested that the participatory education for smoking prevention for university freshmen 

would be effective even after more than 1 year had passed since the education. 

 

Key words: University student, freshmen, education for smoking prevention. This is the rare study to examine 

educational effects in university students more than 1 year after the education. 

 




